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抄録：2018年3月に厚生労働省が「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」を改訂し、
医療福祉領域で「アドバンス・ケア・プランニング」（ACP）の取り組みに注目が集まっている。ACPの実践においては患者
本人および家族との細やかなコミュニケーションや、多職種との連携・調整が重要となる。本稿ではこのような実践を進め
るに当たり重要と考えられる「人生の最終段階を支えるソーシャルワーク機能」を探索することを目的とした。先行文献の
検討から【援助関係の構築】、【予防】、【評価】、【連携と協働】、【情報提供・助言】、【希望・意向の明確化】、【代弁】、【調整】、
【精神的支援】という9つのソーシャルワーク機能が抽出された。これらの各機能が十全に発揮されて初めてACPが適切に
運用されると考えられることを指摘した。
（別刷請求先：佐藤　惟）
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Ⅰ．緒言
1．公立福生病院での透析中止をめぐる報道
2018年8月、東京都の公立福生病院で、人工透析治療を
やめる選択肢を示された40代の女性が死亡するという出
来事があった。このニュースが世間の耳目を引いたのは、
一度は「透析を中止する」として意思確認書に署名までし
ていた女性が、死亡前日になって「中止を撤回したい」と気
持ちの変化を親族に伝えており、親族が外科医に治療再開
を求めたにもかかわらず、結局透析は再開されないまま女
性が死亡してしまったためである。この時の対応につい
て、外科医は「正気な時の（治療中止と言う女性の）固い意
思に重きを置いた」と説明している。一方、死亡した女性
の親族は半年が過ぎても一連の出来事を悔やみ続けて
おり、治療を担当した外科医への不信感が消えないという
（毎日新聞2019年3月7日朝刊）1）。東京都はこの案件につ
いて、「適切でない情報で、死亡した女性の自己決定がゆが
められなかったか」等を調査するため病院への立ち入り検
査を行った。同病院ではこの案件に限らず、別の80代女性
や70代男性にも治療中止の選択肢を示していたというが、
これらの患者の親族達もまた「『命を諦めろ』と言われたよ
うに感じた」「今までそんなことを言われたことは一度も
なかった」と、大きなショックや戸惑いを感じた様子が報
じられている（毎日新聞2019年3月8日朝刊）。
これらの報道は、人の命を左右するような治療の意思決
定に関わるコミュニケーションが、いかに難しいかを浮き
彫りにしている。「透析中止の選択肢を示した」という外科
医の行動それ自体を責めるのでは、問題は何も解決しない。
人生の終わりが近づいた時、様々な意味で負担の大きい
治療を施すことへの疑問や、それによる生活の質（QOL）、
あるいは死の質（QOD）の低下を指摘する声もまた、医療の
現場をよく知る人から長らく上がり続けているからであ
る。そこでは患者・利用者、家族、医療・福祉専門職という
三者三様の思いが絡み合い、非常に複雑な意思決定の場が
作り出されている。
2．本稿の目的 
上記のような意思決定の場でのコミュニケーションに
関して近年、「アドバンス・ケア・プランニング」（以下、
「ACP」とする）という取り組みが医療福祉分野で注目を浴
びている。ACPとは「人生の最終段階の医療・ケアについ
て、本人が家族等や医療・ケアチームと事前に繰り返し話
し合うプロセス」を指す。
死が間近に迫った時、受けたい治療やケアについて自ら
意思決定できる状態であることは稀である。そうした状
況を見据えて「リビング・ウィル」などの事前指示書 2）を
あらかじめ作成しておくことを勧める声もある。しかし
現状、事前指示書の作成はあまり進んでいない。しかも、
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リビング・ウィルを事前に準備しておいても、本人の意思
を必ず尊重してもらえるとは限らない事が指摘されている
（木澤, 2015； 清水, 2015； 植村, 2015）。このように事前指
示書を準備するだけでは不十分であることの反省に立ち、
近年各国で導入を進められているのがACPである。ACP
では人生の最終段階に受けたい医療やケアについて、本人
が元気なうちから家族や医療・ケアチーム等と事前に繰り
返し話し合い、本人の思いや価値観を関係者で共有する。
その上で本人の希望を記した記録を書面に残すこととなる
が、ACPでは書面の作成そのものよりも、そこに至るまで
の対話のプロセスを重視することが特徴である。こうした
プロセスを置くことにより、将来本人の意思能力が失われ
た際にも、代理決定者である家族や医療・福祉関係者の
心理的負担を大きく軽減できることが明らかになっている
（西川, 2015）。
既述の公立福生病院の例では、報道を見る限りこのACP
のプロセスが十分に踏まれていなかった事が推測される。
とはいえACPに関しては「実施したほうが良い」という声
は強まっているものの、「どのように実施していくべきか」
についてはあまり明確ではないのが現状である。患者・
利用者、家族、医療・福祉専門職それぞれの思いや考えを
伝えあい、意見を調整し、合意を得ていくというコミュニ
ケーション・プロセスの運用には、かなり微妙で繊細な気
配りが必要である。
そこで注目されるのがソーシャルワークの機能である。
根拠法に「連絡及び調整」を主要な業務として担うことを
規定されている社会福祉士等の専門職が日々活用している
ソーシャルワークの機能からは、ACPを運用していく上で
重要な視点を得ることができると推測される。ソーシャル
ワークの機能は幅広いものであり、時代や活用される現場
によって適用できる部分とできない部分が出てくる可能性
があるが、ACPのような「人生の最終段階」に関わる現場
で活用できるソーシャルワーク機能について言及した文献
はこれまでのところ見当たらない。後述するようにACP
実践の普及は「看護師」と「医療ソーシャルワーカー」を中
心に進めることが期待されており、このようなソーシャル
ワーク機能を明確にしておく事は重要な意義を持つ。
本稿の目的は、以上の社会背景を踏まえた上で、先行文
献等を参照しながら「人生の最終段階を支えるソーシャル
ワーク機能」を抽出することである。
Ⅱ．研究の対象と方法
本稿は文献研究である。まず2018年3月に改訂され、
ACPの考え方が強く反映されることになった厚生労働省
（2018a）の「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロ
セスに関するガイドライン」の内容を概観する。さらに、
ACPを普及していくための国の取り組みにおけるソーシャ
ルワーカーの立ち位置を確認しておく。
次に、ソーシャルワークの機能に関する国内の先行研究
を探索し、「人生の最終段階を支えるソーシャルワーク機
能」の抽出を試みる。その上で、各機能がACPの実践現場
で果たしうる役割について考察を加えていく。先行文献の
収集に当たってはハンドサーチと検索エンジンを併用し
た。具体的には「ソーシャルワークの機能」に言及してい
る社会福祉の入門書等をハンドサーチで収集したほか、
CiNii Articlesで「ソーシャルワーク＋機能」等のキーワー
ドで検索をかけ、タイトルや抄録の内容から本研究の問題
関心とかかわる重要文献と判断されたものを収集・分析し
た。なお、本稿で主に扱うソーシャルワークの機能は利用
者の意思決定に直接関わるミクロないしメゾレベルのもの
である。
Ⅲ．国によるガイドラインの改訂と相談員の育成
1． 「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに
関するガイドライン」の公表
「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに
関するガイドライン」（以下、「2018ガイドライン」とする）
は元々2007年に「終末期医療の決定プロセスに関するガイ
ドライン」というタイトルで出されていたものを、現在の
医療・介護システムの状況も加味して改訂を行ない、名称
変更したものである（厚生労働省, 2018b, 1）。
この改訂のポイントとしてまず挙げられるのが、近年各
国で普及しつつあるACPの考え方が盛り込まれた点であ
る。また、いま一つ重要な点として、病院だけでなく介護施
設や在宅の現場でガイドラインを活用することも志向され
ており、ケアチームに「介護支援専門員、介護福祉士等の介
護従事者」や、成年後見人等の「他の関係者」が加わること
を明記したことも特筆に値する（厚生労働省, 2018b, 3）。
このガイドラインにおいて、実際に意思決定のプロセスと
してどのような記載がなされているのかを簡単に確認して
おきたい。
ガイドラインは「1 人生の最終段階における医療・ケア
の在り方」と「2 人生の最終段階における医療・ケアの方
針の決定手続」という2つの章から成り、「1」では本ガイ
ドラインの全体的な考え方が述べられる。具体的な意思決
定のプロセスに言及しているのは「2」の決定手続に関する
記述であり、こちらは大きく3つの場合に分けて記載され
ている。各場合別の決定プロセスの概略は表1のようなも
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のである。本人に意思能力がある場合には「適切な情報の
提供と説明」がなされた上で、「本人による意思決定を基
本」とすることが述べられているものの、最終的には「多専
門職種から構成される医療・ケアチームとして方針の決定
を行う」とされている。また、本人に意思能力がないと判
断される場合には家族等にも尋ねながら本人の「推定意思」
を尊重することを原則としつつも、最終的には「本人にとっ
ての最善の方針」をとることが明記されている。これらの
プロセスを尽くしてもなお結論が出ない場合には、専門家
による話し合いの場を別途設置することとされているが、
これは例外的な対応である（厚生労働省, 2018b: 6）。
さて、今回の改訂では地域包括ケアシステムの構築が
進められていることを踏まえ、「介護施設・在宅の現場も想
定」していること、「医療・ケアチームの対象に介護従事者
が含まれることを明確化」したことも大きなポイントで
あった。そこで気になるのは施設および在宅の現場で支援
計画作成を担うソーシャルワーカーや介護支援専門員、
利用者の最も近いところで生活に寄り添う介護福祉士等の
立ち位置である。「2018ガイドライン」の解説編では
「医療・ケアチーム」のあり方について、下記のような記述
が見られる。
「一般的には、担当の医師と看護師及びそれ以外の医療・
介護従事者というのが基本形ですが、例えばソーシャル
ワーカーなど社会的な側面に配慮する人が参加することも
想定されます。また、在宅や施設においては、（中略）ケア
に関わる介護支援専門員、介護福祉士等の介護従事者のほ
か、他の関係者が加わることも想定されます。（厚生労働省, 
2018b, 3）」
2．「ACPファシリテーター」と呼ばれる相談員の育成
「2018ガイドライン」の公表に合わせて国はACPの普及啓
発活動を強化し、その考え方は急速に広まりつつあるが 3）、
これより少し前から国は2014年度のモデル事業を皮切りに、
「ACPファシリテーター」と呼ばれる相談員の育成に乗り
出している。このACPファシリテーターとして相談業務の
研修を受け、現場で活躍することが期待されているのは主に
看護師と医療ソーシャルワーカーである（西川ら, 2015）．
その研修内容には「意思決定に関連する法的な知識」「合意
形成を行う上での手順」「治療の選好を尋ね，最善の選択を
支援する」「希望をつなぐ連携」「倫理カンファレンスの進
め方」等が挙げられている（厚生労働省, 2015, 12-14）．
以上を確認した上で指摘できるのは、ACPを推進してい
く上で重要な役割を担うのは「相談員」であるという認識
のもと、国を挙げて人材の養成が進められているが、その
主な対象は現状「看護師と医療ソーシャルワーカー」であ
ること、一方でソーシャルワーカーは「2018ガイドライン」
にある「医療・ケアチーム」の中で周縁的な立ち位置に置か
れていること、在宅や施設の現場で利用者のケアに大きな
役割を果たしている介護支援専門員や介護福祉士等につい
ても同様に周縁的な立ち位置にあることである。しかし、
ACPに取り組む相談員を対象とした研修の項目を見てみる
と、その業務内容はソーシャルワークと非常に親和性が高
いことが推察される。そこで次節では「人生の最終段階」
や「意思決定」の場において活用されることが期待される
ソーシャルワークの機能を検討し、ACPの現場でソーシャ
ルワークが果たす役割について述べていく。
Ⅳ．ソーシャルワークの機能とACP
1．人生の最終段階を支えるソーシャルワークの機能
ソーシャルワークの機能をめぐっては、とりあげられ方
や実践の方法等により多様な設定の仕方がなされ、体系的
な研究はあまり見られず、カオスといっても良い状態にあ
る（平塚, 2013）。しかも、社会の動きに連動して生起する
生活課題の変化に合わせて、ソーシャルワーク実践のあり
方も柔軟に変化する（岩間, 2016）。例えば、全米ソーシャ
ルワーカー協会が1981年に示した『ソーシャルワーク実践
の基準』では、ソーシャルワーク実践の4つの目標に対して
「アセスメント（Assessment）」「管理・運営（Administration/
Management）」「紹介（Referral）」「政策分析Policy Analysis」
表1．厚生労働省（2018a）ガイドラインの概略
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など計23の機能が示されているが（北島, 2008: 52-55）、
これらを即現在の日本社会の状況に適用できるとは限らな
い。こうした事情から現在の日本社会で実践されている
ソーシャルワークの機能を網羅的に示すことは容易ではな
いが、「人生の最終段階を支えるソーシャルワーク機能」に
焦点を当てて、先行文献から一定の示唆を得ることは可能
である 4）。
空閑（2009）は、ソーシャルワークが取り組む4つの目標
に対して①側面的援助、②代弁、③直接処遇、④教育、⑤保
護、⑥仲介、⑦調停、⑧ケア（ケース）マネジメント、⑨管理・
運営、⑩スーパービジョン、⑪ネットワーキング（連携）、
⑫代弁・社会変革、⑬組織化、⑭調査・計画という14項目の
「ソーシャルワーカーの機能」を挙げている。これらに加え、
近年は異なる機関で働く社会福祉士同士、あるいは他の
職種や関係者との「連携・協働」もまた重要な機能であると
いう。「連携と協働」については平塚（2013）や岩間（2016）
もその重要性を指摘しており、現代のソーシャルワークを
考える上で欠かせない機能である。
山辺（2011, 30-54）は国内外の研究者による成果を参照
しながら、ソーシャルワークの代表的な機能を①調整的機
能、②開発的機能、③代弁的（弁護的）機能、④教育的機能
という4点にまとめている。また、深刻な課題の顕在化を
予測し早期対応等に努める「予防」も、現代社会において
特に重要なソーシャルワーク機能であると述べている
（山辺 , 2011, 11）。
一方、「社会福祉の一般的機能」として①評価的機能、
②調整的機能、③送致的機能、④開発的機能、⑤保護的機能
という5つの機能を示した岡村（1983, 114-127）は、現実
問題として社会福祉の各分野で「特殊化された機能」に焦
点化させる必要も説く。そこで本稿が扱う「人生の最終段
階」とそこにおける意思決定に関する議論に着目すると、
武居（2009）と鵜浦（2011）によるソーシャルワーク機能の
整理がある。
武居（2009）はソーシャルワークの機能を「本人への働
きかけ」と「環境への働きかけ」に二分し、「本人への働き
かけ」として①精神的支援、②情報提供・助言、③物品提供・
直接援助、④見守り、⑤関係調整（対本人）という5つの機
能を、「環境への働きかけ」として⑥関係調整（対環境）、
⑦代弁・権利擁護、⑧サービス利用調整という3つの機能を
見出している。鵜浦（2011）は岩間伸之によるパイロット
調査の知見を参考に、後見人等との連携・協働によって強
化されるソーシャルワーク機能として①援助関係の構築、
②クライエント主体の援助、③医療・福祉サービスの活用、
④希望・意向の明確化、⑤希望・意向の実現化、⑥権利侵害
の防止、⑦被害回復の支援、⑧環境の変化の促進、⑨良好な
相互作用関係の促進、⑩新たな生活環境の創造という10点
を挙げている。
このうち「人生の最終段階を支えるソーシャルワーク機
能」として、本稿では多くの先行文献が言及する【調整】、
【代弁】、【連携と協働】、山辺が指摘する【予防】、岡村が
示した【評価】、空閑や武居が挙げる【精神的支援】と【情報
提供・助言】5）、鵜浦のいう【援助関係の構築】6）および
【希望・意向の明確化】という各機能に注目する。これらを
援助のプロセスも考慮して並べ替えたものが表2である。
表2．人生の最終段階を支えるソーシャルワークの機能
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2．ソーシャルワークがACPの運用に果たす役割
ACPの実践においては、表2に挙げたようなソーシャル
ワークの機能が全て着実に発揮されて初めて、利用者、
家族、専門職のケアチームといった関係者全員が納得し合
意に至ったうえでの意思決定が可能になると考えられる。
なかでもはじめの【援助関係の構築】は絶対的に重要であ
る。これから命を左右するような意思決定を行うかもしれ
ない利用者やその家族が、安心して聞きたい事を聞き、
心置きなく自分の思いの丈を話し、周囲の様々な関係者と
合意形成に向けたコミュニケーションを図っていくうえで、
ケアチームとの信頼関係の存在は圧倒的に重要なのであ
る。だからこそ、【援助関係の構築】を徹底的に重視する
ソーシャルワークはACPの実践に不可欠と言える。従来
のACPに関する議論では、この点が十分に強調されて来な
かった節がある。
人生の最期を見据えた意思決定に関する話し合いは、
状況が切羽詰まるほど本人の体調、家族の心情等の変化に
より困難の度合いが増していく。そこで【予防】の観点から、
早い段階で本人や家族とケアチームが話し合いの場を持
ち、お互いの意見を繰り返しすり合わせていく必要がある。
本人や家族が置かれた状況や発する思いは、身体面や
医療面からのみではなく、心理面、社会関係、経済状況等を
含めた全人的な視点から【評価】されなければならない。
こうした情報や本人の意向、家族の思い等は多職種で共
有しながら日々のケアに当たるため、【連携と協働】を密に
図っていくことが欠かせない。
各職種の見立ては適切に本人および家族に伝えていく必
要があるが、医療職による状況説明はしばしば専門用語が
多くなり難解になってしまう事があるだけに、【情報提供・
助言】は本人や家族の生活背景を十分に知悉した者が間に
入り、説明を本人と家族が十分に理解しているか確認しな
がら、必要に応じてわかりやすい表現への言い換えや補足
を行う。
こうした情報提供を受けた本人と家族が状況について行
けず、一時は混乱や葛藤を抱えることになる中で、徐々に
気持ちを整理し意思決定に向けて【希望・意向の明確化】が
できるよう周囲の専門職は支えていく。本人の思いを時間
をかけて何度も傾聴したり、時にはこれまでに自分が関わっ
たケースの例を伝えたりすることも必要かもしれない。
こうして徐々に利用者と家族は各々の思いをまとめて
いくが、時には医師をはじめとする専門職に気兼ねしてし
まったり、言葉で自分の思いを表現することが苦手だった
りする利用者や家族の気持ちを慮り、うまく希望を表出で
きるよう【代弁】してくれる人が必要なこともある。ここ
には利用者と専門職の間を取り持つだけでなく、利用者と
家族の間でお互いになかなか言いにくいことを言えるよう
橋渡しすることも含まれる。
また本人、家族、専門職など関係者の思いが一致せず
対立してしまった時には、お互いの納得がいく着地点を見
つけるための【調整】を図る必要も出てくる。この調整が
十分に行われないと、仮に一度は意思決定を共有できたと
しても、後になって「やはりこうしたくはなかった」等の思
いが関係者に募り禍根を残す恐れがある。
こうした調整を経て徐々に本人、家族、専門職を含めた
関係者での合意形成が図られていくが、その過程では何か
を諦め、妥協せざるを得なかった人も出てくるため、【精神
的支援】によるフォローも重要である。生死にかかわる
意思決定を行うことへの気持ちの揺れに寄り添い、本人や
家族が最終的にどのような決定をしたとしてもその決定を
支持して、精神的に支えてくれる存在が求められる。
このように、【援助関係の構築】、【予防】、【評価】、【連携と
協働】、【情報提供・助言】、【希望・意向の明確化】、【代弁】、
【調整】、【精神的支援】というソーシャルワークの各機能が
十全に発揮されて初めて、本人、家族、専門職チームによる
話し合いが円滑に進められ、ACPが適切に運用されると考
えられる。
Ⅴ．結論
本稿では近年、医療やケアの現場で人生の最終段階にお
ける重要な意思決定を行う際に推奨されているACPの運用
には【援助関係の構築】や【連携と協働】、【代弁】、【調整】等
に代表されるソーシャルワーク機能の活用が求められるこ
とを指摘した。国がACPを推進するための人材として養成
しようとしているのは「ACPファシリテーター」と呼ばれ
る「相談員」であり、その点でも社会福祉士等の相談援助業
務に従事するソーシャルワーク専門職に期待される役割は
大きいはずである 7）。ただし、今回はあくまで先行文献の
内容に依拠して「人生の最終段階を支えるソーシャルワーク
機能」を試行的に取りまとめたのみでおり、抽出した機能が
実際にACPの実践現場で活用されているか、本稿で整理し
たような時間的プロセスに沿って運用されているのか、
今回提示された以外にも重要な機能が存在していないかと
いった点については、今後実証的な検証が必要である。
本稿で扱ったのは主にソーシャルワーク機能のうち
ミクロないしメゾのレベルで論じられるものであるが、さ
らに視点を広げれば、メゾからマクロのレベルでも、ACP
を推進していく上でソーシャルワーク機能の発揮が望まれ
るだろう。公立福生病院では2014年以降、透析の中止や
非導入の選択肢を患者に提示する際に、日本透析医学会の
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ガイドラインで開くことが望ましいとされている倫理委員
会を一度も開いていなかったことが明らかになっている
（毎日新聞 2019年 3月 12日朝刊）。ソーシャルワークの
「管理・運営機能」（空閑 , 2009）が働いていれば、こうした
事態は防げた可能性がある。また、ACPはここ数年で医療
機関を中心にようやくその考え方が広まり始めたところで
あり、福祉施設や在宅の現場ではまだ実施体制が整備され
ていない状況にある。その意味では、施設内・地域内での
「組織化機能」（空閑 , 2009）や、社会資源の「開発的機能」
（岡村, 1983； 山辺, 2011）も必要となってくる。場合に
よっては、法制度の改善に向けた働きかけも求められるか
もしれない。
ACPの実践は専門職を対象とした研修のみで運用が
改善されるものではなく、利用者本人、家族、友人・知人と
いった、意思決定に関わる全ての人にあらかじめ共通理解
がなされて進められることが望ましい。この点では地域に
おいて福祉教育を推進する視点も無視できない。こうした
メゾからマクロのレベルにおけるソーシャルワークと
ACPの関係性については、改めて検討することとしたい。
注
1） その後、本件は亡くなった女性の遺族が病院側を提訴す
る事態へと発展している（毎日新聞2019年10月18日
朝刊）。
2） 事前指示書とは、「将来自らが判断能力を失った際に自
分に行われる医療行為に対する意向を前もって意思表
示すること」である（植村, 2015）。
3） 2018年11月にはACPの愛称を「人生会議」とする事が
決定しており、専門職だけでなく一般市民への普及啓発
も積極的に進めていく国の姿勢が見て取れる。
4） ソーシャルワークに求められる役割や活用の場は日に
日に拡大しており、今後ソーシャルワークの技術や機
能を検討する際にはソーシャルワークの定義を根底に
置きながら、領域に特化した専門性を明らかにしてい
く必要があると考えられる。
5） 空閑（2009）や山辺（2011）の「教育的機能」も内容的に
は同じであるが、武居の言うように高齢者分野におい
ては「教育」よりも「情報提供・助言」という表現がよ
り適切であると考えられる。同様に、空閑（2009）の「側
面的援助機能」と武居（2009）の「精神的支援」も内容
としては同じであるが、ここでも高齢者領域に焦点化
した後者の表現を採用した。
6） 「援助関係の構築」は言うまでもなくソーシャルワーク
の大原則であるが、これを「機能」として示しているの
は取り上げた文献の中で鵜浦（2011）のみであった。
7） 本稿で指摘したようなソーシャルワーク機能を現場で
発揮して活動できる職種として、一義的には社会福祉
士等のソーシャルワーク専門職が思い浮かぶ。一方で、
看護師や介護福祉士等、他の専門職種についても一定
の研鑽を積んでいくことでこうしたソーシャルワーク
機能を発揮しながらACP実践に関わっていくことは十
分可能であると考えらえる。
付 記
本稿は第15回福祉社会学会大会（2017年、於日本社会事
業大学）にて一部発表したものを、大幅に加筆・修正したも
のである。
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Consideration on Social Work Function to Support the End of Life: 
For Operation of Advance Care Planning
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Abstract : Ministry of Health, Labor and Welfare revised “Guidelines for Decision Process of Medical Care in the End of 
Life” in March 2018. This revision promoted the attention of Advance Care Planning(ACP) in the medical welfare field. 
In the practice of ACP, considerate communication with the patient and family are quite important, as well as coordination 
with multiple occupations. This paper explores “Social work function to support the end of life”, which would be vital to 
such ACP practice. From review of previous literature, the following nine social work functions for end of life care were 
extracted: “Building Supportive Relationship”, “Prevention”, “Assessment”, “Cooperation and Collaboration”, “Information 
Provision and Advice”, “Clarifying Hope and Mind”, “Advocacy”, “Coordination”, and “Mental Support”. This paper 
insisted it is only after these nine functions are working that ACP could operate properly.
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